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令和３年斜里町議会定例会 ３月定例会議 会議録（第２号） 

令和４年３月１０日（木曜日） 

 

◎議事日程 

日程第１ 会議録署名議員の指名について 

日程第２ 決議案第１号 ロシア連邦によるウクライナ侵略を強く非難し、平和的解決

を強く求める決議（案） 

日程第３ 町政執行方針 

日程第４ 教育行政執行方針 

 

◎出席議員（１３名） 

     １番 今 井 千 春 議員    ２番 小 暮 千 秋 議員 

     ３番 久 野 聖 一 議員    ４番 山 内 浩 彰 議員 

     ５番 佐々木 健 佑 議員    ６番 木 村 耕一郎 議員 

     ７番 櫻 井 あけみ 議員    ８番 宮 内 知 英 議員 

     ９番 久 保 耕一郎 議員   １０番 若 木 雅 美 議員 

    １１番 海 道  徹  議員   １２番 須 田 修一郎 議員 

   １３番 金 盛 典 夫 議員 

 

◎欠席議員（０名） 

 

◎出席説明員 

馬 場  隆   町  長 

北   雅 裕  副 町 長 

岡 田 秀 明  教 育 長 

島 田 秀 一  農業委員会会長 

増 田  泰   総務部長 

髙 橋 佳 宏  民生部長 

茂 木 公 司  産業部長 

芝 尾 賢 司  国保病院事務部長 

馬 場 龍 哉  教育部長 

松 井 卓 哉  企画総務課長 

鹿 野 能 準  財政課長 
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◎議会事務局職員 

平 田 和 司  事務局長 

竹 川 彰 哲  議事係長 

鶴 巻 美 奈  書  記 
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午前１０時００分再開 

 

◇ 開議宣告 ◇ 

●金盛議長 おはようございます。散会前に引き続き、本日の会議を開きます。 

 

◇ 会議録署名議員の指名 ◇ 

●金盛議長 日程第１、会議録署名議員の指名をいたします。会議録署名議員は、会議規

則第１２４条の規定により、小暮議員、久野議員を指名いたします。 

 

◇ 決議案第１号 ◇ 

●金盛議長 議案集第２号をお開きください。 

日程第２、決議案第１号、ロシア連邦によるウクライナ侵略を強く非難し、平和的解決

を強く求める決議（案）を議題といたします。提出者からの説明を求めます。須田議員。 

●須田副議長 （決議案第１号 内容説明 記載省略） 

●金盛議長 内容の説明が終わりました。決議案第１号について質疑を受けます。ご質疑

ございませんか。 

（「なし」という声あり。） 

●金盛議長 これをもちまして、決議案第１号についての質疑を終結いたします。 

 

◇ 決議案第１号討論・採決 ◇ 

●金盛議長 これから、決議案第１号について討論採決を行います。決議案第１号につい

て、原案のとおり可決、失礼しました。討論ございませんか。 

（「なし」という声あり。） 

●金盛議長 討論なしと認めます。 

これから、決議案第１号について、採決を行います。決議案第１号について、原案のと

おり可決することにご異議ございませんか。 

（「なし」という声あり。） 

●金盛議長 異議なしと認めます。よって決議案第１号については、原案のとおり可決さ

れました。 

午前１０時４分 

 

◇ 町政執行方針 ◇ 

●金盛議長 日程第３、町政執行方針を行います。 

町政執行方針は、町長から。なお、町長並びに教育長から町政執行方針および教育行政

執行方針を館内放送したい旨、申し入れを受けておりますので、これを許します。馬場町
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長。 

●馬場町長 令和３年斜里町議会定例会３月定例会議にあたり、新年度予算等の提案に先

立ち、町政執行に臨む私の考えを申し上げ、議員の皆さま、そして町民の皆さまの一層の

ご理解とご協力を賜りたいと存じます。 

人は、幸せになること、幸せであり続けることを求めています。私はこれまで、情報共

有・町民参加・協働を基本原則とする自治基本条例の精神に則り、幸せを実感できる住み

よいまちづくりの実現に向け、第６次斜里町総合計画を基軸とした町政を進めてまいりま

した。新年度も、みんなでつくる、幸せ実感！あったか斜里町を政治理念に、重要施策を

着実に実行してまいります。 

一昨年の２月２６日に対策本部を設置して以来、新型コロナウイルスへの対応に翻弄さ

れる日々が続いています。次々と出現する変異株による波状的な流行のたびに、緊急事態

宣言やまん延防止等重点措置が発出され、町内においても保育園や事業所でクラスターが

発生しました。その困難な状況の中でワクチン接種をはじめとした感染防止対策と、感染

流行の状況を鑑みながら、事業者支援と需要喚起策を並行して実施してまいりましたが、

町民の皆さま、そして職員にとっても未だかつて経験のないことばかりでした。 

今後についても、感染状況の行方は予測し難い状況ではありますが、新年度におきまし

ても、最優先課題として、国や道とも連携を取りながら町としての役割を果たすべく、対

策を進めてまいります。 

令和３年度の執行方針では人口減少や少子高齢社会への対応に加え、さらに新型コロナ

ウイルスの流行によって加速度的に進む社会変容への対応と持続可能な地域社会の再構築

を課題として述べさせていただきました。これらの課題を解決する手段として、デジタル

技術は注目されていましたが、その後、特にコロナ対策として非接触、非対面を強いられ

る中で、世界各国と比較して我が国の社会基盤におけるデジタル化の著しい遅れが明らか

になり、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進が、国全体の命題となりまし

た。 

斜里町においては、今回、新型コロナ臨時交付金等の活用によって全町的に整備が進ん

だブロードバンドサービスを教育、産業、交通など、さまざまな分野に活用し、コロナ後

の新たな暮らしのスタイルの確立を目指すとともに、行政サービスにおいてもデジタル技

術の活用を加速化し、行政手続きのオンライン化や電子処理、ネット発信の強化、キャッ

シュレス決済への対応等に積極的に取り組み、サービスの向上と効率化を進めます。 

さらに、世界的に進む脱炭素化への対応については、自治体においても具体的な行動を

求められています。斜里町は環境自治体として、２０５０年ゼロカーボンシティを表明し、

新年度予算においても、公共施設のＬＥＤ化や公用車の環境適応車への転換のほか、脱炭

素に向けた地域戦略の策定に取り組んでまいります。 

その他では、過疎地域指定等によって、危機的状況にあった財政状況も一息つくことが
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できたことから、これまでに先送りをせざるを得なかった公共施設およびその設備等の整

備を盛り込み長寿命化を図ります。 

また新年度は、次期総合計画の策定作業に着手します。町民の皆さんと役場職員が一緒

になって現計画の総括と課題の抽出を行い、その結果を次期計画へと反映させていくこと

となります。次の１０年間のまちづくりの軸となる総合計画を、より充実したものにする

ためにも、町民の皆さまに積極的に参画していただき、がっちりスクラムを組みながら策

定作業を進めてまいります。 

次に、私のめざすまちづくりについては、第６次斜里町総合計画の基本テーマである、

幸せを実感できる住みよいまちづくりを確実にすすめるということであり、大きく８項目

に分けて申し述べます。 

まずは１項目め、命の誕生から始まる、子どもたちの健やかな成長を支援します。 

子どもは地域、地域の宝、未来を担う宝であり、ご家族だけではなく地域住民も一緒に

子どもの成長を見守り続け、子育ての喜びと悩みを共有しながら支えていく環境が必要で

す。町独自の地域での人材育成事業として保育士資格取得支援事業や、子育て支援員研修

補助事業等を創設し、保育の受け皿確保と質の向上に努めます。また、妊娠から子どもに

関わる、子育て世代包括支援センターを新たに設置します。 

学校教育においては、専門的な知識や技術を有する職員を教育委員会や学校現場に配置

し、学力や授業力の向上のほか、学校が抱えるさまざまな課題への対策を進めます。 

また、児童・生徒の通学環境を整えるとともに、時代に即した学校ＩＣＴ化を計画的に

進めるなど、学校力向上の取り組みの支援や、学校施設の整備・更新に努めてまいります。 

社会教育においては、各社会教育施設で行われる生涯学習のための講座、児童・生徒を

地域で育むさまざまな活動、さらには保健福祉との連携や他分野との交流などを通して、

子どもたちの健やかな成長と若者の人材育成を進めます。 

２項目め、健康寿命から幸せ寿命に、みんなで健康づくりをすすめます。 

病気にならず、健康寿命が延び、自分は健康であると思えることが、幸せを実感できる

最も重要な指標であるとともに、みんなで広めていく幸せづくりです。 

健幸ポイントを導入した、健康意識向上事業や、介護ボランティア健幸ポイント事業を

展開し、自らが健康を守る行動変容につなげて、健康寿命を延ばすことを目指すとともに、

早期発見・早期治療につなげる健診・検診の受診率の向上、認知症高齢者支援事業、認知

症対策の取り組みなど、健康づくり推進事業を一体的に実施しながら、第２期斜里町健康

増進計画や、データヘルス計画に沿った取り組みを進めてまいります。 

また、地域住民と共助・協働の中で生きがいを持ち続けながら、幸せを実感していける

ようみんなで楽しみながら健康づくり、地域づくりを進めてまいります。 

３項目め、みんなから頼られる病院づくりをすすめ、安全安心な福祉社会をめざします。 

２０２５年問題が迫る中、医療・介護現場においてはニーズの急増に対しても、限られ
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た人的資源、財政的支援で対応・克服していかなければならないなど、地域医療を取り巻

く環境は依然として厳しい状況となっています。 

そのような中、国保病院は昨年６０周年を迎えました。この間、町内唯一の有床医療機

関として、実績を踏まえた病床区分、診療体制を確保へと変化してまいりましたが、引き

続き経営改革を進め、たとえ病気になり介護が必要となっても住み慣れた地域で最期まで

暮らせるよう、持てる医療資源を最大限に有効活用し、医療・介護サービスの持続に努め

てまいります。 

４項目め、光輝く産業の振興、魅力の輝きを見せる観光地域づくりをすすめます。 

斜里町は、知床しゃりの自然の恵みを生かした農業・漁業・観光の三つの基幹産業を中

心とする力強い産業構造を築いてきました。国内外問わず、熾烈な産地間競争がある中、

効率化や合理化、技術革新などによりこれに対応してきましたが、個々の産業分野として

は生き残れたとしても、雇用や人口が減少し、地域そのものが衰退していくような情勢と

なってきました。 

このような状況に立ち向かっていくために、個別産業分野の振興・支援を継続しつつも、

経済界の総力を挙げたオール斜里の体制で、地域資源の魅力や価値を一層引き出し、経済

の裾野を広げ、地域全体が活性化するようなさまざまな施策を展開してまいります。 

特に、第一次産業と商工業・観光産業との連携を一層深め、新たな商品やサービスの開

発はもとより、地域振興に資する事業展開の中核となるよう、地域プラットフォーム設立

の動きを支援してまいります。 

農業については、農業・農村振興計画に基づく、着実な施策展開、国営事業や道営事業

による自然災害に強い農業基盤の構築をはじめ、農作業の省力化や効率化に資する農業機

械等の近代化や酪農ヘルパー組合など労働負担軽減に向けた負担に軽減に向けた取り組み

を支援し、人手不足や高齢化などの生産現場の課題解決に努めてまいります。 

また、重要病害虫の、ジャガイモシロシストセンチュウについては、引き続き関係機関

と連携した緊急防除作業の実施やまん延防止対策に取り組んでまいります。 

漁業については、ウトロ漁港における、特定漁港漁場整備事業の継続と次期漁港整備計

画への円満な引継ぎのもと、安全に効率の良い作業を行うことができる漁港環境の整備に

努めてまいります。 

また、サケ・マス資源については、ふ化放流の推進に加えて、自然産卵資源の増大に取

り組み、付加価値向上に向けた取り組みも進めます。 

観光については、観光振興計画に基づく着実な施策展開、特にブランディング事業と地

域プラットフォームの事業構想づくりに取り組み、個人型・体験型・滞在型・国際型観光

地への円滑な移行を進め、観光地の魅力の向上に取り組んでまいります。 

また、これらの施策をより確実に展開するため、宿泊税の導入に向け北海道をはじめと

する関係機関との協議を進めるとともに、コロナ禍の情勢を踏まえつつ早期の制度導入を
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目指します。 

商工業では、商工業振興計画に基づき、小規模事業者の経営環境をサポートする体制を

拡充させ、商工会と連携しながら事業承継や創業に結び付くような取り組みを進めてまい

ります。 

５項目め、人と自然が共生する豊かな環境づくりをすすめます。 

斜里町の豊かな自然環境は、町民生活や基幹産業の基盤となるものであり、その価値を

損なうことなく次の世代に引き継ぐ必要があります。そのためには、保全と利用の調和を

図りながら、持続的に活用できるように必要な手立てを講じていかなければなりません。

世界自然遺産を有する町として、町民はもとより、多くの知床ファンの共感を得られるよ

うな施策を講じてまいります。 

水環境の保全は町民の暮らしや基幹産業に密接に関係します。河畔林の保全など、流域

全体の河川環境の保全のための仕組みづくりを関係機関と連携しながら進めます。 

野生生物と住民の生活、産業とのあつれきを軽減するために、地元猟友会や関係行政機

関とも連携をとりながら、予防を重視した被害対策、安全対策を進めてまいります。 

国立公園内においては、知床自然センターおよび周辺の幌別地区の活用やカムイワッカ

地区での試行事業の実施など、関係行政機関・団体と協力を行い、国立公園内の新たな魅

力の発掘や底上げを図り、自然環境への影響に配慮したエコツーリズムの普及を進めます。 

また、知床五湖園地への一極集中による混雑緩和と利用者の利便性や満足度の向上のた

め、自然センターをハブとした魅力的なシャトルバスの運行等、新たな移動サービス提供

を関係機関と模索してまいります。 

６項目め、安全・安心・快適なまちづくりをすすめます。 

災害発生時に的確に対応できるよう、斜里町地域防災計画を現場実態に則したものとな

るよう随時見直しを図っていくほか、補完する各種計画などの整備を進めます。また、避

難行動要支援者における支援体制についても引き続き整備に向け取り組んでまいります。 

また、行政機関としての具体的な危機管理対応をまとめた、斜里町業務継続計画（ＢＣ

Ｐ）については、コロナ禍での実践経験を計画に反映することで、組織の危機管理能力を

高めます。 

さらに、昨年度実施予定だったものの、新型コロナウイルスの拡大により延期となった

総合防災訓練実施についても、より実践的なものとなるよう取り組んでまいります。 

７項目め、「地域創生」を継続し、まちの応援団＝「関係人口」を増やします。 

世界自然遺産を有し、自然環境に恵まれた斜里町は、しれとこ１００平方メートル運動

といったこれまでの実績もあり、関係人口をさらに拡大しうる可能性を秘めています。ま

た、国の総合戦略においても、地方へのつながりを築き、地方への新しい人の流れをつく

ることが基本目標に掲げられており、テレワークがコロナ禍における新しい働き方として

脚光を浴びている中で、地方でも都会と同じ仕事ができるとの認識がワーケーションとい
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う働き方・生き方を含めて拡大しています。 

第２期総合戦略において重点施策としている、ブランディング事業、テレワーク推進事

業をさらに発展させるとともに、ふるさと納税を通じた寄附者とのつながりも大切にしな

がら、斜里を思う人、愛する人といった新たな関係人口の創出、拡大を模索します。 

８項目め、行政改革を進め、「ほめられる役場」をめざします。 

幸せを実感できる町政をめざして、常に町民本位、町民のために、という意識と行動を

日々の業務において徹底するとともに、町民との対話に基づいた情報共有、現場重視の姿

勢を大切にし、開かれた町政を推進します。 

また、昨年の秋には、一昨年に引き続き町民懇談会を開催し、第６次斜里町行政改革実

施計画アクションプランの進捗状況や過疎地域指定を受けたことによる町財政の変化など

をお示しし、意見交換をさせていただきました。今後も逐次町民の皆さんと情報共有の機

会を持ちながら、行政改革を進めてまいります。 

さらに、第６次斜里町総合計画のめざす、幸せを実感できる住みよいまちづくりを実現

するためには、斜里町に関わる全ての人や団体が主体的にまちづくりに参画していただき、

それぞれの立場を乗り越えて力を合わせて取り組む必要があります。その仕組みとして、

無作為抽出の公募委員登録制度を活用し、行政活動全般における町民参画の機会づくりを

進めてまいります。 

次に、令和４年度の事業展開について述べさせていただきます。このことについては、

第６次斜里町総合計画の七つの基本項目に沿って申し上げます。 

第１は、自然と共に生きることができる住みよいまちをめざす、についてであります。 

斜里町は、みどりと人間の調和を求めてを一貫したまちづくりの基本理念として掲げ、

町政運営を進めてきました。世界自然遺産地域を有する恵まれた自然環境の保全は、地元

自治体としての責務であり、農業・漁業・観光といった基幹産業を持続的に発展させる上

でも重要です。 

このような観点から、斜里町の環境施策を総合的かつ計画的に推進することを目的とし

て、斜里町環境基本計画に基づき、行政、事業者、町民が一体となって、これまで以上に

環境面に配慮した施策を確実に推進します。 

それではこの分野の具体的な事業展開について、以下大きく２点に分けて申し上げます。 

１点目の、人と自然が共生する豊かな環境づくりの推進についてでありますが、自然環

境の保全と適正利用の推進では、１００平方メートル運動の森・トラストについて、これ

まで以上に運動参加機会の浸透を図り、国立公園内の開拓跡地の自然再生を着実に進める

とともに、１００平方メートル運動ハウスの展示リニューアルを行い、森づくりの取り組

みについて知り、共感することで、支援の輪が広がる施設づくりを進めます。 

自然遺産地域内においては、世界自然遺産・知床の魅力と価値、保全のためのルールと

マナーを広く発信するほか、知床五湖園地ろ過浄水設備の更新、幌別園地からカムイワッ
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カ地区も含めた移動体系の最適な運用方法のあり方を関係機関・地域と連携協力して進め

てまいります。 

野生生物の保護管理の推進では、制度財団と地元猟友会を主体に予防原則に基づいた対

策を進め、野生動物の生態に影響を及ぼす餌付け行為や野生動物との距離をとる重要性を

伝える普及啓発活動を関係機関と連携して進め、野生動物と観光客・地域住民とのあつれ

きの軽減に努めてまいります。 

生活環境の保全では、私たちの暮らしや基幹産業に密接に関係する水源の保全のため、

河川環境の保全や普及啓発を関係団体と連携を図りながら進めてまいります。町民一人一

人が環境負荷の軽減を常に心がけ、日頃の事業活動や生活の中で実践していくことも大切

であり、町民と行政が一体となって良好な生活環境の保全に取り組みます。 

２点目の持続的発展が可能な循環型社会づくりの推進についてでありますが、地球温暖

化防止対策の推進では、再生可能エネルギー等の積極的な活用や、エネルギー使用の効率

化によって、温室効果ガスの排出量を削減していくことが必要です。 

当町も２０５０年までに温室効果ガス排出量の実質ゼロをめざす、ゼロカーボンシティを

宣言し、さらなる脱炭素社会の取り組みを推進していきます。総合庁舎など公共施設のＬ

ＥＤ化や一部公用車への環境適応車の導入のほか、当町の再生可能エネルギー等の導入可

能性の調査・分析など、再生可能エネルギー戦略策定を行い、二酸化炭素排出量の実質ゼ

ロに向けた取り組みを進めてまいります。 

ごみの減量・資源化の推進では、町民一人一人の協力を得ながら、ごみの減量化とごみ

排出量の抑制に取り組む必要があります。町民の皆さんへの分別の徹底と、生ごみ水切り

のお願い、ごみ分別のルールの理解などを進めることで、環境負荷の少ない循環型社会の

実現をめざします。 

適切なごみ処理の推進は、町民生活を快適なものにする上で極めて重要です。発生する

ごみを適切に受け入れ、できる限り資源として循環させる取り組みを進めていく必要があ

ります。エコクリーンセンターの各設備の保守点検・修繕を計画的に実施しながら、バイ

オ燃料の安定的な利用先確保に努め、安定稼働に向けて課題解決の取り組みを全力で進め

てまいります。また、一般廃棄物処理基本計画の策定に向けた取り組みにおいては、将来

の広域的なごみ処理についての計画策定も進めてまいります。 

第２は、足腰の強い産業をめざすについてであります。 

斜里町の経済は、恵まれた自然環境の恩恵を受けた農業・漁業・観光業という三つの基

幹産業を中心に、商工業を合わせて、今後もさらなる発展が求められています。 

今後も、少子・高齢社会の進行に伴う人口減少により、国内市場の規模縮小が予想され

る中、町内経済、産業の発展のためには、確実な基盤整備と資源の持続的活用が求められ

ているほか、ブランディングによる地域イメージの向上や企業連携がますます重要になっ

てきます。 
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それでは、この分野の具体的な事業展開について、以下大きく３点に分けて申し上げま

す。 

１点目の、力強い産業基盤の構築についてでありますが、産業基盤の整備は、農林水産

業における生産基盤をはじめ、商業や観光などでも力強い産業基盤を構築していくために、

多様な資源の適正利用を図り、資源を枯渇させない再生力を高めることが重要です。 

農業については、国営「宇遠別川地区」施設機能保全事業が令和６年度完了の見込みと

なる一方、斜里右岸排水機場流域から飽寒別排水流域にかけての農業排水対策については、

これまでの事業促進期成会による提案活動が実を結び、国営かんがい排水事業の令和４年

度新規着手が予定されています。このほか、道営事業による農地基盤整備、農道保全整備

を推進し、生産性の向上と農作業の効率化を図るとともに、既存の農業水利施設等につい

て、適切な維持管理、保全活動の推進に努めてまいります。 

また、関係市町とともに整備を進めてきました緑ダムの包蔵水力を活用した小水力発電

施設について本年６月に供用開始が予定されており、未利用エネルギーの利活用が図られ

ることにより斜網地域畑地かんがい施設の維持管理費軽減につながるものと期待している

ところです。 

林業については、森林が有する公的機能の維持と森林資源の循環を図るための整備を計

画的に進めていくことが重要となっています。町有林の管理については、町有林管理調査

結果に基づいた森林施業を進め、適期に主伐と植栽、下刈、間伐の森林施業ができるよう

に森林サイクルを継続してまいります。 

また、民有林の振興については、昨年度創設した、斜里町みどり豊かな森林環境整備促

進事業を推進し、森林環境譲与税を活用しながら、国や道の予算に左右されない安定した

仕組みとすることで、森林整備の循環促進を図ってまいります。 

漁業については、ウトロ漁港における、特定漁港漁場整備計画の計画期間が令和５年度

までとなっておりますが、早期に次期整備計画へと切り替えられるように調整が進められ

ています。静穏度対策のほか作業用地や船揚場確保などの漁港整備促進に向けて、関係機

関との調整に努めてまいります。 

斜里漁港と知布泊漁港については老朽化している施設が多く、機能保全計画による施設

の長寿命化対策を推進してまいりますとともに、増加が続く漁業者以外の漁港利用に関し

て、漁業作業や衛生管理への影響が課題となっており、海岸や漁港管理者への要請のほか

利用の適正化に向けた調査・研究を進めます。 

主要魚種のサケ・マスについては、ふ化放流事業への支援のほか、関係団体等と連携し

ながら、自然産卵環境保全拡大事業にも引き続き取り組むとともに、その他の資源では、

漁協が行う増養殖への支援などを行ってまいります。また、地域資源として鮭の魅力をＰ

Ｒし、価値を上げるための取り組みを関係団体と連携しながら進めてまいります。 

商工業については、商工業振興計画を踏まえ、商工会や金融機関、札幌の支援機関によ
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る相談体制を活用した小規模事業者向けの、知床しゃりビジネスサポート事業で経営を後

押しし、知床しゃりフォローアップ事業と連動した複合的な支援にも取り組んでまいりま

す。 

また、公益・共益部門における地域プラットフォームの事業構想づくりに参画し、円滑

な事業実行体制の構築を支援してまいります。 

観光については、観光振興計画に基づき満足度の高い観光地づくりを進めるため、施設

や機能もワークショップを用い、合意形成を図ってまいります。加えて、整備に資する財

源として検討を進めている、宿泊税の導入について、コロナ禍の動向や道内情勢を踏まえ

つつ、早期の円滑な制度導入と事業執行に向けた準備作業に取り組んでまいります。 

また、商工業同様に、プラットフォーム形成を全面的に支援し、新たなサービス開発に

も取り組んでまいります。 

２点目の、知床しゃりの展開についてでありますが、雄大な自然環境の中で育まれる、

安全安心のクリーンな産業イメージを追求していくことが重要です。 

農業については、引き続きジャガイモシロシストセンチュウのまん延防止対策や関係機

関と連携した緊急防除作業に取り組むとともに、適切な情報提供を通じて今後も風評被害

防止に一層努めてまいります。 

また漁業については、平成３０年度から取り組みを始めた、鮭、日本一のまちＰＲ事業

を推進し、ホテル等と連携しての食を通じた発信やウトロ鮭テラスの情報発信により、鮭

の付加価値向上と漁業の観光資源化に努めてまいります。 

商工業については、新たなブランドイメージによる認証品のＰＲや販売力を強化するほ

か、企業イメージの向上や付加価値の高い商品開発を支援してまいります。また、農業・

漁業と連携して地元食材の魅力の積極的な発信を進め、消費拡大や地産地消の推進に取り

組んでまいります。 

観光については、お客様が目で見る観光のほか、知床が持続可能な地域として、脱炭素

をはじめとする環境的課題に対しても意識を高くし、お客様が理念に共感できる観光をめ

ざさなければなりません。これまで進めてきた観光ブランディング強化事業に総務省の、

地域プロジェクトマネージャー制度を活用し、任用するマネージャーによる観光と環境・

産業間などの連携を基軸とした取り組みを進めてまいります。 

また、ブランディングに基づく戦略的な地域づくりをめざして、産業連携を基盤とした

地域プラットフォームの事業構想づくりを支援してまいります。 

３点目の担い手の育成と確保についてでありますが、ほぼ全ての産業分野で人手不足が

深刻化していることから、雇用環境の変化のへの対応と、町内事業所の円滑な人材確保を

図るため、ハローワークの求人情報の提供や、町内事業所への情報提供、合同企業説明会

の開催などに引き続き取り組んでまいります。 

農業については、国の経営所得安定対策への対応をはじめ、各種制度資金の活用や農畜
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産物の生産振興に向けた経済団体の取組支援を引き続き実施していくほか、認定農業者等

が主体性と創意工夫を発揮しながら経営発展できるよう、生産施設の近代化や農業機械の

導入を支援してまいります。 

また、労働力不足や経営規模拡大に対応したスマート農業の普及、担い手対策に、取り

組んでまいります。 

●金盛議長 暫時休憩いたします。再開を１０時５５分といたします。 

 

休憩 午前１０時４０分 

再開 午前１０時５５分 

 

●金盛議長 休憩を解き、会議を開きます。町政執行方針を続けます。馬場町長。 

●馬場町長 第３は、快適なまちをめざすについてであります。 

斜里町では、これまで様々な社会資本整備を行い、快適な町民生活の実現に取り組んで

まいりました。 

しかし、一方では、道路・橋梁などの老朽化が進んでおり、これらの社会資本の長寿命

化を図るための計画的な維持管理に努める必要があります。 

また、人口減少と高齢化による空き家の増加といった課題や、高齢者に配慮したまちづ

くりも求められています。 

それでは、この分野の具体的な事業展開について、以下大きく２点に分けて申し上げま

す。 

１点目の、快適に暮らせる住環境の整備についてでありますが、高齢社会に配慮したま

ちづくりや防災の視点から、町内における都市機能の整備が求められており、各種長寿命

化事業については、道路では都市計画区域内の７路線の整備をはじめ、橋梁・トンネルの

点検を行うほか、公園施設の整備では、一部でふるさと応援基金を活用しながら、漁民団

地広場などの遊具の更新を進めてまいります。 

民間住宅の整備については、子育て世帯や中古住宅購入に合わせたリフォームに対する

快適住まいのリフォーム事業制度を継続します。また、空き家対策については、情報提供

により利活用の推進を図るほか、所有者に対する適正管理の促進策として、空き家等対策

計画を策定し、民間主体の協議会を立ち上げながら運用を図ってまいります。 

町営住宅については、町営住宅等長寿命化計画に基づき、かえで東団地の改修事業を進

めてまいります。 

２点目の、快適に暮らせる社会基盤の整備についてでありますが、町道の整備について

は、羅萠（ラムイ）道路およびウトロ環状道路の整備をはじめ、産業用道路としての中斜

里６号道路の整備を進め、道路ストック総点検に基づいた計画的な保全対策を行い、道路

性能の回復を図ってまいります。 
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また、橋梁長寿命化修繕計画を基本に老朽化した橋梁を改修しますが、損傷の著しい第

２開峰橋の改修のほか、４１橋の点検等を進めてまいりますほか、冬期道路交通の確保に

ついては、降雪状況に応じた効率的な除排雪に努めるとともに、国道、道道の各管理者と

の、連携強化に努めてまいります。 

都市計画区域においては、計画期間を終える斜里町都市計画マスタープラン等の策定作

業に着手し、中期的なビジョンの整理を進めてまいります。 

第４は、安全安心な暮らしをめざすについてであります。 

安全安心な暮らしのためには、生活に欠かせないライフラインを維持し、様々な災害に

対する事前の備えが出来ていることが重要です。 

また、交通安全意識の高揚を図り、交通事故死ゼロの取り組みを継続し、町民の皆さん

が犯罪や交通事故の加害者、そして被害者のどちらにもならないようにしていくために関

係機関とも十分な連携のもと、安全安心な暮らしを守る取り組みを進めてまいります。 

それではこの分野の具体的な事業展開について、以下大きく４点に分けて申し上げます。 

１点目の、命とくらしを守る防災体制の整備についてでありますが、さらなる防災体制

の構築のため、今後も現場実態に則した斜里町地域防災計画となるよう検討を進めていく

ことだけでなく、補完する各種計画などの整備を図るほか、引き続き避難行動要支援者支

援の体制整備に向け取り組んでまいります。 

災害に強い社会基盤づくりでは、在宅避難を含めた避難所の分散や避難者の健康管理な

ど、感染症対策も踏まえた避難体制の構築を進めます。 

さらに、農地をはじめ市街地域の防災・減災につなげるため、右岸排水機場などの基幹

水利施設や設備の適切な維持管理に努めてまいります。 

防災対策の充実と意識の向上については、災害による被害を最小限にするため、自主防

災組織の結成や育成を支援していきます。また、出前講座などを積極的に活用しながら、

日々の防災意識の普及・啓発を図るとともに、あわせてメールやＳＮＳなどにより、迅速

かつ正確な情報連絡体制の充実に努めてまいります。 

２点目の、水を守る安定した上下水道の整備についてでありますが、町民の生活に密接

に関わる上下水道に関しましては、引き続き健全経営に努め、安定的な運営のために必要

な整備を進めてまいります。 

水道事業では、安全で安定した飲料水の供給を行うため、配水管布設替工事を引き続き

実施し、浄水場等施設の適正な維持管理に努めます。また、無水地区における飲料水安定

確保のため、各戸の生活用水施設に必要な支援をしてまいります。 

下水道事業特別会計では、令和６年度からの公営企業会計の適用に向け、持続可能なス

トックマネジメントを進めてまいりますが、それら経営基盤となる使用料については、令

和４年度から料金改定を実施します。 

汚水処理事業については、公共下水道未整備地区の解消工事を実施するとともに、処理
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場等施設の適正な維持管理に努めます。また、合併浄化槽の普及促進についても設置に必

要な支援策を継続してまいります。 

３点目の、命を守る消防救急体制の充実についてでありますが、消防施設・設備と組織

の充実については、災害対応の拠点施設となる消防庁舎および災害の情報収集や発信に必

要な通信指令システム、消防救急デジタル無線が平成２９年に整備が完了し運用していま

す。これら設備の維持管理に努め、さらなる効率的な運用や迅速な出動体制を図ります。 

また、消防車両の充実については、消防水利の少ない地域で長時間消火活動ができるよ

う、大型水槽車を配備しました。消防水利の充実については、基準水利を増設し充足率の

向上に努めます。 

救急体制の強化については、高齢化社会の進展や複雑多様化する傷病者に対応するため、

オホーツク圏の医療機関と連携し、救急救命士に求められる高度で専門性の高い知識、技

術の習得に努めます。また、ドクターヘリの有効活用を図り救命率の向上をめざします。 

防火意識・救命知識の向上については、火災発生の抑制や傷病者の苦痛の軽減と救命率

の向上が求められていることから、火災予防の啓発や応急手当講習などの普及活動に努め

てまいります。 

また、地域住民に最も身近な存在である消防団については、消防団を中核とした地域防

災力を充実強化するため、装備や訓練などの充実を図り、消防団活動の活性化を進めてま

いります。 

４点目の、くらしの安全安心の推進についてでありますが、町民の皆さんが、安全安心

なくらしを維持していくためには、犯罪のないまちづくりと交通事故防止についての取り

組みは重要です。 

犯罪のない地域社会に向け、犯罪の未然防止のために地域が一体となって見守りや意識

啓発の取り組みを関係機関や団体とも連携を強化して進めてまいります。また、町民一人

一人が、交通安全を自らのことと考え、交通ルールを順守し、思いやりのある交通マナー

を実践するよう、取り組みを進めてまいります。 

さらに、成人年齢が１８歳となり、契約等の手続きを保護者の同意なしに行うことがで

きるようになることから、ますます多様化、複雑化する悪質商法や特殊詐欺などに対処す

るために、消費者協会および消費生活相談窓口、人権擁護、行政相談員などとの連携によ

り、町民生活を支援する取り組みを進めてまいります。 

第５は、いきいきと自分らしく健やかに暮らせるまちをめざすについてであります。 

斜里町の人口減少、特に少子化や現役世代の減少する中で、高齢化率は３５％を超えま

した。高齢者の医療、介護、福祉への需要が増える一方で、障がいを持つ方や生活困窮家

庭、子育て環境への支援策も求められていますが、支え手が不足するところでもあります。 

地域包括ケアシステムの深化・推進および地域共生社会実現をめざし、医療、介護、福

祉における様々な施策並びに施設などの充実と、医師をはじめとする医療従事者、介護従
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事者等の人材確保と、周辺でサポートする人づくりを進めます。 

国民健康保険制度については、北海道の保険料水準の統一に向けて、引き続き平準化に

努めていきます。さらに、データヘルス計画に基づく取り組みを推進し、生活習慣病の重

症化予防など健康増進に努め、特定健康診査受診にインセンティブを付与することで受診

を促すなど、医療費の適正化に努めてまいります。 

それでは、この分野の具体的な事業展開を、以下大きく４点に分けて述べさせていただ

きます。 

１点目の、いつも元気に安心して暮らせるまちの実現についてでありますが、少子高齢

化・人口減少が進む中で、患者の住みなれた地域や自宅での生活のための医療、地域で支

える地域完結型の医療へ重点を移していく必要があります。地域に根差した国保病院が持

っている医療資源を最大限活用するため、地域ハブ機能としての機能を強化します。 

国保病院では、医師をはじめとする医療従事者の適正配置に向けて、引き続き旭川医大・

北大・札幌医大など関係機関との連携並びに民間紹介事業者の活用を図り、救急医療など、

安定した医療サービスの提供に努めてまいります。 

また、地域連携室の取り組みを通して、中核病院・介護施設などとの連携強化、さらに

は町民と医療従事者が地域医療について共に考える場の設置検討、病院だよりやホームペ

ージなどにより、積極的に病院情報の提供を行うなど、地域に密着した活動を進めてまい

ります。 

さらに、緊急時の受け入れ、急性期からの受け入れ、在宅・生活復帰支援といった三つ

の役割に加え、人工透析、検診など、日常生活を守るための医療提供体制強化をめざしな

がら、なくてはならない病院として存在していくため、経営改善に向けた緊急的な取り組

みを積極的に進めてまいります。 

そのほかに、健康意識向上事業、健幸ポイント事業などを継続し、個別勧奨やクーポン

券により各種検診受診率の向上を図ることで、がんの早期発見に貢献してまいります。 

今年度は新たに３歳児健診視力検査事業の導入、予防接種法の改正を受けて、子宮頸が

ん予防ワクチン接種への積極的勧奨を再開し、新型コロナウイルス感染症対策、風しん感

染拡大予防対策事業を確実に進め、疾病の重症化予防や感染症のまん延予防に努めていき

ます。 

国民健康保険制度については、北海道の定める運営方針に沿って、資産割の廃止による

賦課方式の見直し等を行い、統一保険料をめざしていきます。 

２点目の、気持ちの通う高齢者福祉の充実についてでありますが、高齢化と長寿命化の

同時進行に対応して、これまで継続してきた高齢者施策の見直しを行いながら、介護予防

施策の充実と持続可能な制度への再構築を進め、安心して命を守ることにつながる網走厚

生病院脳神経外科や救急医療体制整備など医療体制整備に努めてまいります。 

さらに、認知症初期集中支援チームなどの認知症対策の取り組みを強化し、自治会等で
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実践されている、いきいき百歳体操をさらに広めるとともに、介護保険事業の健全な運営、

介護サービスの充実、地域おこし協力隊事業を継続し、介護職場の人材不足の緩和に努め

てまいります。 

また、生活支援体制整備事業を通して、生活ニーズと課題解決に向けた検討を行い、医

療施設や介護施設のボランティアをはじめとする地域住民の自主的活動を支援するととも

に、児童・生徒向けの福祉・介護体験機会の提供に努めてまいります。 

３点目の、一緒に支え合う地域福祉の充実についてでありますが、支援が必要な人に対

して地域全体で支え合う、地域共生のまちづくりをめざし、斜里町民生委員児童委員協議

会が取り組む協力員制度への支援や、斜里町社会福祉協議会などと協力して地域支え合い

を進める仕組みづくりに努めます。 

従来の高齢・障がい・生活困窮・子育て等の属性ごとへの対応から、地域住民の複雑化・

複合化した支援ニーズに対応できる包括的な支援体制の構築をめざし、子育て世代包括支

援センターの設置、重層的支援体制整備事業の実施に向けた体制準備を進めてまいります。 

また、地域福祉の充実をめざして第２期斜里町地域福祉計画のモデル事業に取り組んで、

ふれあいネットワークの推進や、高齢者勤労センターの事業見直しを検討していきます。 

障がい者への総合支援を行い、障害者優先調達方針を定めて社会参加を促進し、障がい

者への地域の理解を深めるとともに、相談業務の充実により、生活困窮者や障がいのある

人が自立した生活を営むことができるよう支援してまいります。 

４点目の、希望を持って子育てできるまちの実現についてでありますが、斜里町では近

年出生数は減少傾向にはありますが、３歳未満児の保育需要は高く、待機児童が生じてい

ます。保護者が安心して仕事をし、心の余裕を持ちながら子育てできる環境づくりは、子

育て家庭が地域に求める最重要課題だと言えます。国の新子育て安心プランに基づく事業

を効果的に活用しながら、さらに町独自の地域での人材育成事業として保育士資格取得支

援事業や、子育て支援員研修補助事業等を創設し、保育の受け皿確保と質の向上に努めま

す。また、令和４年度は屋外遊具の更新やコロナ禍の三密回避のための空調設備の増設な

ど保育環境の充実について積極的に取り組んでまいります。 

子どもたちの育ちには、人との多様なかかわりが大切です。 

新型コロナウイルス感染症の影響により、人と交わる活動を縮小せざるを得ない状況が

ありますが、児童館やウトロ子どもセンターなどでの遊びや体験事業では、創意工夫を図

りながら地域資源との連携を図り、学校や家庭とは違う環境の中で、様々な経験と学びを

深める機会を作るなど、子どもたちの育ちに応じた支援を総合的に推進してまいります。 

第６は、心豊かにつながり学び合うまちをめざすについてであります。 

町の持続的な発展のためには、未来の斜里を担う子どもたちが健やかに成長できる環境

づくりと、社会に通用する人材育成のための教育が極めて重要です。 

斜里町でも、少子化、核家族化、共働きなどにより、地域や家庭の教育力の低下が課題
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となっており、行政と地域が一体となった取り組みを進めるためにも、総合教育会議の場

を活用しながら、教育委員会と教育施策の方向性を共有して行政執行にあたります。 

教育長から、教育行政執行方針が示されますので、私は教育行政を支援する立場から主

要な事項について申し上げます。 

それでは、この分野の具体的な事務事業展開について、以下大きく３点に分けて申し上

げます。 

１点目の、地域とつながる学校教育の推進についてでありますが、指導主事をはじめ、

学力支援講師、特別支援教育支援員、スクールソーシャルワーカーを継続して配置し、学

習環境の改善・向上や不登校児童・生徒に対する取り組みを支援してまいります。また、

学校ＩＣＴではデジタル教材の導入を図るほか、朝日小学校長寿命化改修の実施設計に着

手し、校舎等の老朽化対策を進めてまいります。 

さらに、町立学校のコミュニティ・スクールや土曜授業など、地域と学校の関わりをよ

り充実させる取り組みを支援していくほか、斜里高等学校については、知床・産業系列な

どの特色ある教育活動、遠距離通学者への助成や進学・キャリアアップ事業、地域みらい

留学など、高校の魅力づくりのための政策を継続してまいります。 

２点目の、地域を支え育てる人材の育成についてでありますが、豊かな自然環境やその

恵みを受けた産業などの地域の資源を最大限に活用し、各社会教育施設で行われる町民の

生涯学習活動を通して、人材育成を進めてまいります。また、親同士の学び合いや仲間づ

くりの機会の提供など、交流を通じた学習活動の充実に努めてまいります。 

３点目の、地域を育む社会教育活動の推進についてでありますが、公民館における生涯

各期に合わせた講座の実施等、生涯学習の充実を図るとともに、ユースまちづくり委員会

の活動を支援し、若者独自の発想をまちづくりに生かしてまいります。 

また、斜里町スポーツ推進計画に基づいた生涯スポーツの推進を図るとともに、各体育

施設の修繕や設備更新を進めるほか、健康づくりの意識向上に向けた運動の普及を推進し

てまいります。 

図書館の運営では、引き続き町民参加型の図書館運営を進めるとともに、交流・憩い・

学びの場として機能させ、町民に親しまれる施設づくりを推進してまいります。 

また、博物館における活動や講座を通して、町民をはじめとした多くの方々や子どもた

ちが、地域の自然や歴史の価値を学ぶ取り組みを推進してまいります。 

第７は、町民が主役になって住みよいまちをめざすについてであります。 

自治基本条例は、情報共有・町民参加・協働の三つをまちづくりの基本原則としていま

す。町政に関心はあっても参加を遠慮する方が多いことも現状としてありますが、人口減

少や少子高齢化といった社会変化に対応した仕組みをつくる上で、町民の声を聞く場を積

極的に設け、誰もが参加できる環境を整備していくことが重要です。 

また、国において積極的なデジタル化の推進の動きが加速しており、特にマイナンバー
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カードについては、マイナポイント事業第２弾の展開を受け、保険証機能の付与や公金受

取口座登録、今後は免許証との一体化を進め、全ての国民への交付をめざすこととなって

います。 

さらに、地方行財政を取り巻く環境は、社会構造の急激な変化を背景に、行政ニーズの

多様化が進み、変化に即応できる機動性の高い組織が求められています。第６次行革大綱

の三つの基本方針に基づき、行政サービスの見える化と協働の推進、効果的・効率的な行

政運営の推進、歳入および歳出改革を進めてまいります。 

それでは、この分野の具体的な事業展開について、以下大きく２点に分けて申し上げま

す。 

１点目の、地域が輝くつながりのあるまちの実現についてでありますが、情報公開と情

報共有の推進については、町民目線に立ち、誰もが適切な情報を簡単に得られるようにす

ることを目的に、町ホームページをリニューアルいたしました。今後は広報紙のさらなる

充実を進めるほか、ＳＮＳ等を活用したプッシュ型の情報発信にも取り組んでまいります。 

また、町民懇談会や出前講座等を通して町民との情報共有や意見交換を図り、さらには

意見公募手続（パブリックコメント）により、町政に町民からの意見・要望を反映させる

機会を設け、協働による開かれたまちづくりを推進してまいります。 

町民との協働の推進については、住民自治の原点である自治会を中心に、自治基本条例

が求める、協働によるまちづくりを推進し、情報の提供と町民の協働意識の向上と、さら

に町民参加機会の拡大を図っていくことが重要です。 

自治基本条例の考え方などについて継続的な普及啓発に努めるとともに、参加意識を醸

成する環境整備の取り組みとして、審議会委員等への、無作為抽出による公募委員登録制

度により、町政への幅広い町民参加の実現をめざします。 

町民が主役となって主体的な活動を進めていくために重要な自治会活動を積極的に、そ

して活発に進めていただくために、地域活動の活性化と地域力を発揮できるコミュニティ

づくりとして、協働によるまちづくり推進事業の見直しを行い、活動の担い手等の育成や

ＩＣＴの活用などを支援してまいります。また、自治会連合会および各自治会に対しては、

それぞれの団体および活動に対する支援を継続し、連携をしてまいります。 

また、令和４年度より第７次総合計画の策定に向け、町民から策定委員を選出し、議論

の場を設けます。また、町民アンケートを実施するなど、町に関する思いや考えを幅広く

いただく考えでおります。 

まちづくりや職員だけでなく、町民一人一人がまちの未来について当事者意識を持って

関わってもらうことが大切です。みんなで力を合わせ、自由な発想を持って議論を行える

よう環境づくりに努めてまいります。 

多様な交流の展開については、姉妹町・友好都市との交流を通じて、歴史や自然・文化・

芸能など相互理解を深めるとともに、各地のふるさと斜里会との交流を推進してまいりま
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す。 

２点目の、社会変化に対応できる健康なまちの実現についてでありますが、効果的・効

率的な行政運営につきましては、社会情勢の変化や行政需要に的確かつ迅速に対応するた

め、行政改革を一層推進していく必要があります。 

戸籍住民窓口においては、マイナンバーカードの交付体制を充実するとともに、コンビ

ニエンスストア等での証明書類の交付サービスを導入します。 

令和元年度から始まった、第６次行政改革については、自治基本条例の理念に基づいて

策定した第６次総合計画の基本テーマである、幸せを実感できる住みよいまちづくりの実

現を確実にするためにも、実施項目の計画的な進行管理を行います。 

また、自治体が単独で行政サービスを維持するのではなく、複数の地域が広域的に連携

して生活機能を確保していくことが必要であり、網走市との定住自立圏協定の締結や、網

走市・美幌町・大空町・小清水町の１市４町による一般廃棄物中間処理の広域化に向けた

取り組みなど、効果的・効率的な行政運営を進めてまいります。 

また、特に昨今においてはコロナ禍におけるオンラインの働き方や都心の一極集中から

の脱却が求められている情勢となっています。企業においても職員の福利厚生をはじめ、

地方に向けて社会貢献や地域活性化の取り組みを推進している状況となっており、それを

後押しする施策の一つとしてのテレワーク・ワーケーションを積極的に活用し、斜里町へ

の応援人口や応援企業の増加をめざします。また、来庁企業と連携した町内経済や教育等

への取り組みについて支援していきます。 

その他、地域公共交通については、地域公共交通計画の改定に向けてデマンドタクシー

の実証実験や自家用有償旅客輸送等の情報収集を進め、ＪＲ路線維持に向けた釧網線沿線

自治体との連携した取り組みを進めます。 

令和４年度の財政運営でありますが、斜里町の財政運営については、昨年、議会や町民

説明会等でもお伝えしてきたとおり、一昨年の、将来的な基金の枯渇という危機的な状況

からは当面回避できる見通しとなっております。行政改革アクションプランの成果や、昨

年度からの過疎地域への指定といった様々な要因によるものと考えておりますが、特にア

クションプランにおいては町民の皆さまのご理解に厚く感謝を申し上げる次第です。しか

し現在の町の財政は、基金の状況などからもまだまだ安定と言える状況には至っておらず、

今後の持続可能な財政運営に向けて、引き続き改革の歩みを着実に進める考えであります。 

令和４年度の一般会計予算は、総額では８７億７５６９万７千円、前年度予算比では、

３億７２１９万３千円、率で４.４％の増額予算といたしました。アクションプランに基づ

き経常的経費の削減を引き続き進めておりますが、一方、投資的事業においては、学校を

はじめとして多くの公共施設の老朽化に直面していることから、公共施設等総合管理計画

に基づき、これまでなかなか手を加えられなかった長寿命化改修や設備の更新などに取り

組むべく、関係事業費を計上したところです。 
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次に特別会計は、国民健康保険事業特別会計ほか４特別会計で４２億２０９７万８千円、

前年度比較では２億１０６万５千円、率では５.０％の増額予算となっております。 

また、企業会計では、病院事業会計と水道事業会計で２２億９０１７万８千円、前年度

比較５０３６万７千円、率では２.２％の増額予算となったところです。 

新年度予算の特徴についてですが、まず町税収入では、新型コロナウイルス感染症に係

る景況の悪化からの回復にはほど遠いことに加え、引き続き漁業生産額が低迷しており、

課税標準となる所得が落ち込む見込みとなるなど、経済情勢は依然として厳しい状況にあ

ります。 

固定資産税は、令和３年度の新型コロナウイルス感染症に係る軽減分９３７９万１千円

が回復するほか、令和４年度からの在宅ローン控除の見直しに伴う住宅の駆け込み需要が

あることから、町税全体では、対前年比１.９１％増の予算を計上しています。 

令和６基準年度評価替に向け、固定資産（土地）の適正な評価のため標準宅地の不動産

鑑定を行い、公平な評価および課税に努めます。 

税・料の収納対策につきましては、収納率と納付者の利便性向上をめざし、より一層の

口座振替を促すため、口座振替納付推進キャンペーンを展開します。 

また、現年度収入額の確保とともに、納期内納税者との公平性の観点から、これまで同

様に不動産や給与、預金などの差押えおよび換価などの滞納処分を迅速に取り組むことで

滞納額の圧縮を図り、収納率の向上に努めてまいります。 

加えて、導入時期等については新型コロナウイルス感染症の影響を見極める必要があり

ますが、自主財源確保の観点から新たな町税として、引き続き宿泊税導入に向けた検討を

進め、観光施策に特化した安定的な財源づくりをめざします。 

次に、普通交付税および臨時財政対策債についてですが、国の地方財政計画では、地方

の一般財源総額については実質前年度並みを確保するものとされており、交付税財源とな

る所得税や法人税などの国税４税も大きく伸びる見込みとされていることから、普通交付

税で大幅な増加の一方、臨時財政対策債では大幅な減少が見込まれており、新年度予算で

はこれを反映したものとしております。 

また、特別交付税については、地域おこし協力隊のほか新たに地域プロジェクトマネー

ジャー事業などの交付税対象事業に取り組むことから増加を見込み、普通交付税と特別交

付税総額では前年度予算比で１２.２％の増額、臨財債と合わせると同じく３.８％の増額

として計上しております。 

次に、新型コロナウイルス感染症対策に関する予算についてですが、国の補正予算に基

づく交付金事業やワクチン接種に係る事業など、年度当初から取り組みが必要な事業につ

いては、すでに前年度予算からの繰越しとしており、今回の当初予算においては、一部の

補助事業のみの計上としております。なお、交付金の町への配分額のうち、残余分につい

ては、国の予算措置上で繰越扱いとなり、町では今後の補正予算で計上していく予定とし
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ているところです。 

次に、個人版ふるさと納税についてです。斜里町では令和２年１１月から、返礼品付個

人版ふるさと納税をスタートし、これまで七つの、ふるさと応援基金に積立ててまいりま

したが、いよいよ、ふるさと応援基金活用事業として、基金の活用を開始いたします。 

今年度は遊具の整備や児童・生徒のデジタルドリル、キャンプ場炊事場の整備など１３

事業、２４４５万円の事業を予定しており、ご寄附をいただいた皆さまの気持ちに沿える

よう、各基金の目的の実現に向けて活用してまいりたいと考えております。 

今年度から新たな総合計画の策定準備を進めることとなります。様々なまちづくりの願

いに応えていけるよう、バランスをとりつつ行財政改革を進め、長期的視点に立った健全

な財政運営をめざしてまいります。 

以上、令和４年度の町政執行方針を述べさせていただきましたが、変化の激しいこれか

らのまちづくりは、役場だけでできるものではありません。町民の皆さまの知恵と行動が

必要です。 

昨年は町民懇談会を開催し、斜里町の将来について直接町民と懇談する機会を設けまし

たが、引き続き町民との対話を大切にしながら、変化する時代の中でも持続できるまちづ

くりに取り組んでまいります。 

なお、現在の第６次総合計画も計画満了まで残り２年となります。未達成あるいは取り

組み途上の事案については、計画期間内の達成に向けて取り組みを加速化させてまいりま

す。 

最後に、現在の斜里町を築き上げた諸先輩のご労苦に感謝するとともに、未来に対して

も、時期を逸することなく責任ある取り組みを進めていきたいという私の思いを、町民と

町議会の皆さまにもどうかご理解いただき、町政執行へのご協力を心からお願い申し上げ、

私の執行方針といたします。 

 

◇ 教育行政執行方針 ◇ 

●金盛議長 日程第３、教育行政執行方針は、教育長から。岡田教育長。 

●岡田教育長 令和３年斜里町議会定例会３月定例会議にあたり、教育行政執行方針につ

いて申し上げます。 

日本を取り巻く世界の情勢は常に変化を続けており、特に、一昨年から猛威を振るって

いる新型コロナウイルス感染症は、社会経済をはじめとするあらゆる分野に甚大な影響を

与えています。これからの教育の在り方も含めて、今大きな転換期を迎えていると言えま

すが、このような中にあっても、社会で生き抜く力をしっかりと身につけ、それぞれが役

割を担い、持続可能な地域づくりに貢献できる人材育成のために、未来を見据えた組織的・

計画的な教育行政を進めることが肝要です。 

斜里町のめざす教育行政についてでありますが、斜里町では斜里町教育目標を基本に、
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第６次斜里町総合計画と連動する斜里町教育振興計画のもとで、地域とつながる学校教育

の推進、地域を支え育てる人材の育成、地域を育む社会教育活動の推進を三つの政策の柱

として、教育行政を展開しています。 

学校教育の分野では、ＧＩＧＡスクール構想による一人１台端末環境が２年目を迎える

ことから、より身近な学習道具として効果的に活用し、学習効果の向上に努めるとともに、

教職員の働き方改革の取り組みを継続して推進します。 

社会教育の分野では、まちづくりや人づくりを担う教育機関として、ゆめホール知床、

町立図書館、知床博物館の機能を生かした施策を進めます。 

また、町民と行政の協働によるまちづくりを支えるため、ホームページや、おじろ通信

などによる情報発信に努めます。 

それでは引き続き、令和４年度の具体的な事業展開について、申し上げます。 

１項目めは、教育内容の改善と向上です。 

基礎学力の定着では、令和３年度の、全国学力・学習状況調査の実施結果から、正答数

の少ない層のつまずきの実態や、学習意欲・学習環境や生活状況に関する課題等を的確に

把握することで、効果的な指導を行います。また、３５人以下学級の維持や、町の教育活

動支援講師等を継続配置するとともに、学習用デジタルドリルの導入により、個別の学習

課題に対応できる環境を整備します。 

学力向上に向けた体制の整備では、土曜授業の実施を継続し、年間授業時数の確保、斜

里らしい教育活動、生活習慣や学習習慣定着を学校・家庭・地域と協力しながら進めます。 

また、習熟度別グループ編成による指導体制の試行的実施のほか、市街地校の小中連携や

幼小連携教育の推進を図ります。 

授業力の向上では、各学校での公開研究会開催を奨励し、教員が学び合う環境づくりに

努めるほか、学校の働き方改革を進め、教員の授業力向上に取り組みます。また、一人１

台端末の有効活用に向けた研修機会の確保のほか、教室用プリンタおよびモバイルＷｉ－

Ｆｉルーターの整備など、学校ＩＣＴ化の推進に関する支援体制の強化を図ります。 

豊かな人間性の育成では、道徳教育の充実や職場体験等の地域活動を推奨することで、

コミュニケーション能力の育成を図るとともに、情報モラル・情報リテラシーに関する教

育を推進します。また、いじめ防止基本方針に基づき、全校で定期的にアンケート調査を

実施し、状況把握と適切な対応に努めます。 

体力の向上と健康教育では、小学校体育振興会や各学校独自の取り組みを支援するほか、

全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果を分析し、学校・ＰＴＡ・地域と連携した取

り組みにつなげていきます。また、感染症対策への理解を深める教育を推進します。 

特別支援教育の充実では、子どもの成長に合わせた幼少期からの情報が、小・中・高等

学校へと引き継がれるよう、引き続き、個別の支援計画、きずなの普及を図るほか、特別

支援連携協議会を中心としたネットワークの強化に努めます。また、学校現場への特別支
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援教育支援員の配置を拡充します。 

２項目めは、教育環境の向上です。 

不登校など課題を抱える児童生徒の対応については、適応指導教室、ひまわりを継続設

置し、個々の事情等を考慮した上で、社会的自立に資するための支援に努めます。また、

虐待などの緊急的なケースに即応するため、スクールソーシャルワーカーを中心に、保健

福祉部局や民生児童委員等と連携して対応します。 

教育の機会均等の保障では、学用品費、給食費、オンライン学習通信費などの支援を行

うほか、新入学児童生徒の学用品費については、入学前に支給するなどの就学援助を継続

します。また、児童生徒のスクールバス通学環境について、新たな路線を追加し、安全か

つ円滑な運行に努めます。 

学校施設の整備では、斜里中学校のグラウンド北側通路部や駐車場の仕上げ舗装のほか、

朝日小学校長寿命化改良事業の実施設計を行い、校舎等の老朽化対策を進めます。また、

引き続き斜里中学校と斜里ジュニアバンドの楽器更新および修繕を行い、特色ある教育活

動を支援します。 

教職員住宅の整備・更新では、民間借上げ方式の継続と計画的な修繕を実施します。ま

た、この間の大きな社会情勢の変化などから延期となっていた、ウトロ地域の新たな教員

住宅の建設計画については、改めて、起債や国の交付金を活用した整備を進めます。 

安全・安心な学校給食の提供では、関係団体等のご協力のもと、引き続き地場産品を積

極的に活用し、健康的でおいしい給食づくりに努めるほか、食物アレルギーへの適切な対

応を図ります。また、児童生徒アンケート結果を踏まえた献立の見直しや、食育学習を推

進することで、食の大切さへの理解を深め、残食の減少など、目に見える成果につなげま

す。給食センターの施設設備については、調理作業環境の改善や配送車両の更新を図るほ

か、施設の老朽化対策の検討を進めます。 

３項目めは、地域と学び合う学校教育の推進です。 

開かれた学校運営の実現では、学校運営協議会（コミュニティ・スクール）を中心に、

地域と学校が一体となって子どもたちを育む体制づくりを支援します。また、引き続き地

域コーディネーターを配置し、地域に根差した学校づくりを進めます。 

ふるさと学の振興では、総合的な学習や土曜事業などを活用して、多くの地域人材の協

力を得ながら、地域をよく知り、地域で自分の力を生かせる人材の育成に努めます。また、

知床の魅力に触れる貴重な機会として、知床自然体験学習を継続実施するほか、学校と社

会教育のさらなる連携強化に努めます。 

高校教育の振興では、総合学科の魅力づくりのための授業や、町内外の遠距離通学者の

支援のほか、斜里高等学校振興会への助成を通して、進学やキャリア・アップ、部活動の

全国大会出場などへの支援を継続するほか、学習用端末の提供により、斜里高校のＩＣＴ

教育促進を図ります。また、地域みらい留学３６５などの、高校の魅力化に向けた取り組
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みへの継続的な支援を行い、事業効果の向上に努めます。 

４項目めは、公民館を活用した生涯学習の充実です。 

公民館を活用した生涯学習の推進では、児童向け連続講座、ゆめクラブや青年層の活動

の場、ユースまちづくり委員会、開設５０周年の節目を迎える生きがい大学など、幅広い

世代の主体的な学習の場を維持するとともに、斜里町文化連盟や老人クラブ連合会、青少

健などの社会教育団体や公民館分館と連携しながら、地域と一体となった公民館活動を進

めます。 

芸術文化の支援体制の推進では、演劇などのゆめホール事業や小学校芸術鑑賞事業を通

して、良質な芸術文化の鑑賞機会を提供し、げいぶん支援事業など町民の企画する講演等

の事業を引き続き支援するとともに、電気陶芸窯の更新により、町内の多彩な文化活動の

一つである陶芸文化の振興を図ります。 

施設の管理・運営では、劣化が著しい中斜里分館の外壁の改修工事を行うことにより、

分館施設の長寿命化を図るとともに、公民館施設の計画的な維持修繕を行います。 

５項目めは、健康づくりとスポーツ活動の推進です。 

生涯スポーツ推進と交流の実践では、第２期斜里町スポーツ推進計画に基づき、学校や

スポーツ団体と連携したスポーツ交流イベントを開催するほか、子どもの体力・運動能力

の向上を目的としたわんぱく教室や、成年層向けスポーツ連続講座など、ライフステージ

の特性に合わせた講座を開催し、運動の習慣化による町民の健康づくりを推進します。ま

た、スポーツ少年団体験会等を通して、スポーツによる地域づくりを進めるとともに、共

生社会の推進をめざして、障がい者スポーツ教室を開催します。 

指導者の育成と確保では、スポーツを支える人材育成の取り組みを推進するため、斜里

町スポーツ協会や各スポーツ団体活動、スポーツ少年団などの上位大会出場を支援すると

ともに、各体育施設の活用のほか、学校体育館や健康増進センターの開放事業などにより、

町民のスポーツ活動の場の確保に努めます。また、スポーツ合宿の受入れ窓口となってい

るスポーツ合宿誘致実行委員会の支援を継続します。 

施設設備の整備と維持では、野球場外野芝生の補修やスケートリンク休憩棟屋根・外壁

の改修などを行い、施設の安定運営を図ります。 

６項目めは、暮らしに寄りそう魅力的な図書館の運営です。 

町民と築く魅力的な施設づくりの推進では、第２次図書館運営推進計画に基づき、利用

者が楽しく学び、憩い、交流することができる場所となるよう努めるとともに、としょか

ん友の会など町民ボランティアとの連携を図って、引き続き、町民参加型の運営を進めま

す。 

情報拠点としての体制整備では、第２次図書館資料収集計画に基づき、計画的な図書資

料整備を進めるとともに、電子書籍に関する調査研究など、効果的・効率的な図書館運営

に努めます。 
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効果的な読書活動の推進では、幼児から高齢者、親子向けの読書セットの貸出しや施設

配本、小中学生を対象とした子ども司書講座や子ども司書活動を定期的に実施するほか、

本に親しむ講演会を開催し、子どもたちの図書館への親しみを創出します。 

学校支援の強化では、学校図書館支援センターや地域おこし協力隊を活用した巡回司書

の配置など、学校との連携・協力体制の充実を図るほか、ブックトーク等の開催を通して、

読書活動が日常習慣となるよう取り組みを進めます。 

７項目めは、自然と歴史を守り、学ぶ博物館活動の推進です。 

活発な利用と資料の長期保存できる施設の整備では、民俗資料を中心に農業資料等収蔵

施設の展示の改善を図ります。また、埋蔵文化財センター移転事業については、引き続き

資料の移動と整理を進め、展示スペースづくりに着手します。 

幅広い情報発信と共同学習機会の提供では、学校での事業、社会科見学、博物館キッズ

などの様々な機会を通じて、斜里の自然や歴史を深く知るための郷土学習をサポートしま

す。また、更新したホームページやＳＮＳを活用して情報提供を図ります。 

調査、研究、交流の推進では、関係機関と連携しながら調査研究やモニタリングを行う

ほか、他の博物館や大学等との学術的な情報交換や相互協力、姉妹町・友好都市との交流

事業を引き続き実施します。 

資料や文化財の公開と活用の推進では、旧役場庁舎について、町民団体と協力した試行

的事業を通じて活用方法の検討を行います。また、国史跡チャシコツ岬上遺跡については、

保存活用計画に基づいて、アクセス路の整備、ガイド事業者との協議など、保存活用に向

けた取り組みを進めます。 

以上、令和４年度の教育行政執行方針をご説明いたしましたが、引き続き町民の学びを

止めることなく、それぞれの施策や事業が、めざすべき成果に少しでも多く結びつくよう、

緊張感を持って教育委員会の役割を果たしてまいります。 

町民と議会の皆さまのご指導とご協力、ご参画を心からお願い申し上げ、執行方針とい

たします。 

午後１１時４８分 

 

●金盛議長 ここで発言の訂正をいたします。 

先ほど、教育行政執行方針を、日程第３といたしましたが、日程第４でしたので、今、

そのように訂正をいたします。 

報告いたします。明日、３月１１日、金曜日は議案等調査及び一般質問調整のため休会

することといたします。なお、再開は、３月１４日、月曜日からといたします。 

 

午前１１時４８分 
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◇ 散会宣言 ◇ 

●金盛議長 本日は、これをもちまして散会といたします。 

午前１１時４９分 
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以上のとおり会議の次第を記録し、これを証するため署名する。 
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